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家族信託・相続分野でのトリニティ・テクノロジーと業務提携契約締結のお知らせ 
～認知症による資産凍結などの社会課題に対するコンサルティングを強化～ 

 

 株式会社 SBI 証券（本社：東京都港区、代表取締役社長：髙村正人、以下「当社」）は、「スマート家族信託」等

を運営するトリニティ・テクノロジー株式会社（本社：東京都港区、代表取締役：磨和寛、以下「トリニティ・テクノロ

ジー」）と、家族信託※1相続分野での業務提携契約を締結しましたので、お知らせします。 
 
日本では、超高齢化社会の到来により認知症患者の数も大幅に増加しており、2030 年には国民総資産の約

10%（約 200 兆円）が認知症患者によって保有されると推計されています※2。これは資産の流動性を著しく棄損

することに繋がるため、「認知症による資産凍結」は今や日本が抱える大きな社会課題となっています。家族信

託はその課題解決の有力な仕組みのひとつであり、今後ますます需要が高まると見込まれています。 
 
家族信託とは、家族間で自由に信託契約を締結し、親世代が健康なときに資産の管理権を子世代に移転す

ることで資産凍結リスクを回避し、さらには相続後の遺産分割までを担うことができる仕組みです。その使い勝

手の良さから注目を集めています。 
 
トリニティ・テクノロジーは、家族信託だけでなく、相続・承継・不動産等の周辺サービスについてもワンストップ

で提供できるため、このたびの業務提携を通じて、当社のお客さまへ利便性の高い家族信託・相続分野のサー

ビスを提供できるものと期待しています。 
 
当社は「顧客中心主義」の経営理念のもと、「業界最低水準の手数料で業界最高水準のサービス」を提供す

るべく、商品・サービスの拡充に努めてきました。 
これまでの金融サービスに加えて、相続・資産承継領域のサービスを強化し、お客さまの多岐にわたるニーズ

に対し、オーダーメイドのコンサルティングを提供していきます。今後も、個人のお客さまを中心に、相続・資産承

継領域のサービスをより一層強化していきます。 
※1 「家族信託」は、一般社団法人 家族信託普及協会の登録商標です。 

※2 出所：2018 年 8 月 28 日 株式会社第一生命経済研究所「認知症患者の金融資産 200 兆円の未来」 

 

＜「スマート家族信託」 SBI 証券専用特設ページ＞ 
https://sma-shin.com/?campaign=sbi 
 

https://sma-shin.com/?campaign=sbi


＜業務提携先概要＞  
会社名 トリニティ・テクノロジー株式会社 
所在地 東京都港区新橋 2 丁目 1-1 山口ビルディング１階 
代表者 代表取締役 磨 和寛 
設立 2020 年 10 月 30 日（グループ創業 2009 年 7 月 1 日） 
会社 URL https://trinity-tech.co.jp/ 
事業内容 ・家族信託サービス「スマート家族信託」の運営 

・家族信託・相続等の専門家コミュニティ「TRINITY LABO.」の運営 
・相続手続き「スマホ de 相続」の運営等 

 

＜金融商品取引法に係る表示＞ 
商号等 株式会社 SBI 証券 金融商品取引業者 
登録番号 関東財務局長（金商）第 44 号 
加入協会 日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業

協会、一般社団法人日本 STO 協会 
 

＜手数料等及びリスク情報について＞ 
SBI証券の証券総合口座の口座開設料・管理料は無料です。 
SBI証券で取り扱っている商品等へのご投資には、商品毎に所定の手数料や必要経費等をご負担いただく場

合があります。また、各商品等は価格の変動等により損失が生じるおそれがあります（信用取引、先物・オプ

ション取引、外国為替保証金取引、取引所CFD（くりっく株365）では差し入れた保証金・証拠金（元本）を上回

る損失が生じるおそれがあります）。各商品等への投資に際してご負担いただく手数料等及びリスクは商品毎

に異なりますので、詳細につきましては、SBI証券WEBサイトの当該商品等のページ、金融商品取引法に係

る表示又は契約締結前交付書面等をご確認ください。 
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